
議案第 1 5号  

 

令和２年度大木町一般会計予算 

 

令和２年度大木町一般会計予算は、次に定めるところによる。 

（ 歳入歳出予算 ） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ6,179,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

（ 債務負担行為 ） 

第２条 地方自治法第214条の規定により債務を負担する行為をすることがで

きる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（ 地方債 ） 

第３条 地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる地方債の

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方

債」による。 

（ 一時借入金 ） 

第４条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れ最高

額は、600,000千円と定める。 

（ 歳出予算の流用 ） 

第５条 地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経

費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 (1)各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生

じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

 

 

令和２年３月４日提出 

 

大木町長  境  公 雄   













合　　　　　　　　　　　　　計 69,408

小学校パソコン機器リース料 令和３年度から令和７年度まで 49,498

中学校パソコン機器リース料 令和３年度から令和７年度まで 19,416

　　第２表　 債務負担行為　

事　　　　　　　　　　　　　項 期　　　間 限 度 額 (千円）

ICT保育支援機器リース料 令和３年度から令和７年度まで 494
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起債の方法

上水道一般会計出
資債

8,000

上水道第二期拡張
事業分出資債

12,500

健康福祉棟空調設
備整備事業債

44,900

治水対策事業債 14,000

クリーク管理保全
対策債

23,500

狭あい道路整備事
業債

3,700

自転車歩行者道整
備事業債

36,600

橋梁長寿命化点検
修繕事業債

5,200

未就学児等交通安
全対策事業債

1,100

道路維持管理事業
債

49,700

防災基盤整備事業
債

5,000

総合体育館大規模
改修事業債

206,800

566,000

155,000

　　　　　　　　　　　　　3.0%以内
　
（ただし、利率見直し方式で借り入れ
る政府資金及び地方公共団体金融機構
資金について、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し後の利率）

　

　政府資金または地方公共団体金融機
構資金についてはその融資条件によ
り、銀行その他の場合には債権者と協
定するところによる。ただし、町財政
の都合により据置期間及び償還期限を
短縮し、もしくは繰上げ償還または低
利に借り換えすることができる。

計

臨時財政対策債

千円

証書借入

　第３表  地方債

起  債  の  目  的 限度額 利　率 償還の方法
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１．特別職

報　酬 給　料 期末手当 寒冷地 その他の 計
（千円） 手　当 手　当

（人） 年間支給率
（月）

6,171

2.90

9,679

2.90

6,064

2.85

9,512

2.85

107

0.05

167

0.05

給与費明細書

区　　　　分 職員数

給　　　　　与　　　　　費

共済費 合計 備考地域手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度

長　等 3 22,200

議　員 12 34,824

6,660 35,031 5,782 40,813

44,503 44,503

その他

計 15 34,824 22,200 15,850 0 0 6,660 79,534 5,782 85,316

前年度

長　等 3 22,200 6,660 34,924 5,709 40,633

議　員 12 34,824 44,336 44,336

その他

計 15 34,824 22,200 15,576 0 0 6,660 79,260 5,709 84,969

0 0 0

議　員 0 0 0

長　等 0 107 73 180

167 0 167

その他 0 0 0

計 0 0 0 274 0 0 0 274 73 347

比　較
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２．一般職

（１）総括

備考　職員数()内は短時間勤務職員数再掲

本年度

前年度

比　較

区　　分

職員数

給　　　　与　　　　　費

共済費 合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 職員手当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

194 151,018 412,595 305,862 869,475 149,951

94 374,427 291,109 665,536 116,922

14,753 203,939 33,029 236,968

1,019,426

782,458

勤勉手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

比　較 100 151,018 38,168

住居手当 管理職 管理職員 休日勤務 時間外

職
員
手
当
の
内
訳

区　分

扶養手当 地域手当 期末手当 児童手当 退職手当

手　当 特別勤務手当 手　　当
勤務手当
（相当分
含む）

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

13,344 308 106,877 66,769 6,873 9,419 6,480 312 1,114 17,564 7,555 69,247

19,182 7,990 73,55513,500 253 96,919 62,431 6,594 3,611

△ 156 55 9,958 4,338 279 5,808 360 0

（相当分
含む）

△ 1,618 △ 435 △ 4,308472

6,120 312 642

(98)
本年度

前年度

通勤手当

(0)
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２．一般職

ア　会計年度任用職員以外の職員

備考　職員数()内は短時間勤務職員数再掲

本年度

前年度

比　較 △ 1,775 △ 435 △ 4,308△ 156 55 △ 2,482 4,338 279 792 360 0 472

6,120 312 642 19,182 7,990 73,555

17,407 7,555 69,247

13,500 253 96,919 62,431 6,594 3,611

13,344 308 94,437 66,769 6,873 4,403 6,480 312 1,114

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

退職手当

（相当分
含む）

手　当 特別勤務手当 手　　当
勤務手当
（相当分
含む）

通勤手当 管理職勤勉手当 休日勤務 時間外 児童手当

7,045 24,316

管理職員住居手当

17,271比　較 6 20,131 △ 2,860

職
員
手
当
の
内
訳

区　分

扶養手当 地域手当 期末手当

94 374,427 291,109 665,536 116,922 782,458
前年度

(0)

100 394,558 288,249 682,807 123,967 806,774

（千円） （千円）

本年度
(4)

計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

区　　分

職員数

給　　　　与　　　　　費

共済費 合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 職員手当

  131



２．一般職

イ　会計年度任用職員

備考　職員数()内は短時間勤務職員数再掲

本年度

前年度

比　較 157 0 00 0 12,440 0 0 5,016 0 0 0

0 0 0 0 0 0

157 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 12,440 0 0 5,016 0 0 0

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

退職手当

（相当分
含む）

手　当 特別勤務手当 手　　当
勤務手当
（相当分
含む）

通勤手当 管理職勤勉手当 休日勤務 時間外 児童手当

25,984 212,652

管理職員住居手当

186,668比　較 94 151,018 18,037 17,613

職
員
手
当
の
内
訳

区　分

扶養手当 地域手当 期末手当

前年度
(0)

94 151,018 18,037 17,613 186,668 25,984 212,652

（千円） （千円）

本年度
(94)

計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

区　　分

職員数

給　　　　与　　　　　費

共済費 合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 職員手当
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区  分 増減額(千円） 説      明

退職者 △ 23,984 （千円）

新規採用者 16,377

育児休業終了者 3,053

会計間異動 2,959

再任用職員等計上 35,132

勤勉手当 1,704 （千円）
住居手当 270

退職者 △ 16,775 （千円）
新規採用者 5,289
育児休業終了者 1,487
会計間異動 1,830
再任用職員等計上 24,708
その他 △ 3,760

備    考

給  料 38,168

給与改定に伴う増減分 230

昇給に伴う増加分 4,401   

（２）  給料及び職員手当の増減額の明細

増減額事由別内訳 （千円）

職員手当 14,753

そ の 他 の 増 減 分 12,779

そ の 他 の 増 減 分 33,537
退職者及び新規採用等に
よる増減分

制度改正に伴う増減分 1,974

退職者及び新規採用等
による増減分

勤勉手当
92.5/100→95/100
住居手当
上限27,000円→28,000
円

 133



（３）  給料及び職員手当の状況

ア  職員１人当たりの給与

（円）

令和2年1月1日 （円）

（歳）

（円）

平成31年1月1日 （円）

（歳）

イ  初任給

区      分

高  校  卒 円

大  学  卒 円

ウ  級別職員数

級（等級） 職員数（人） 構成比（％） 職員数（人）
１    級 7.1
２    級 5.9
３    級 21.0 2
４    級 45.9 6
５    級 5.9
６    級 14.1

計 99.9 8
１    級 8.1
２    級 3.5
３    級 20.9 2
４    級 46.5 6
５    級 8.1
６    級 12.8

計 99.9 8

区    分 １  級 ３  級 ５  級

主事 主任主事 副課長

技師 主任技師 課長補佐

区                         分 一  般  職 技能労務職

平均給料月額 330,769 367,338

平均給与月額 367,521 382,225

平 均 年 齢 ４１歳１１カ月 ５１歳４カ月

平均給料月額 335,546 365,750

平均給与月額 375,060 381,705

平 均 年 齢 ４２歳４カ月 ５０歳５カ月

一  般  職 技能労務職

154,900 154,900 円

182,200 182,200 円

区    分
一        般        職 技  能  労  務  職

級（等級） 構成比（％）

令和2年1月1日

6 １    級 0.0
5 ２    級 0.0

18 ３    級 25.0
39 ４    級 75.0
5

12

85 計 100.0

平成31年1月1日

7 １    級 0.0
3 ２    級 0.0

18 ３    級

計 100.0

25.0
40 ４    級 75.0
7

事務主査 局長

技術主査 参事

11

86

副課長

２  級 ４  級 ６  級

一般職
（令和2年4月1日）

主事 係長 課長

技師
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エ  昇給期間短縮昇給

87 6

82 6

0 0

5 1

53 4

18 1

6 0

94.3

86 8

81 8

0 0

2 1

53 6

12 0

14 1

94.2

オ  期末手当、勤勉手当

６月（月分）

2.250

2.225

2.250

カ  定年退職及び勧奨退職に係わる退職手当

２０年勤続の者
（月分）　

24.586875

24.586875

キ  地域手当 ク  特殊勤務手当

一般職

ケ  その他の手当

区                分 合計 一般職 技能労務職

本
年
度

職    員    数 （Ａ） （人） 93

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 88

号給数別内訳

１号給 （人） 0

２号給 （人） 6

４号給 （人） 57

６号給 （人） 19

８号給 （人） 6

比           較 (B)/(A) (％） 94.6 100.0

前
年
度

職    員    数 （Ａ） （人） 94

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 89

号給数別内訳

１号給 （人） 0

２号給 （人） 3

４号給 （人） 59

６号給 （人） 12

８号給 （人） 15

比           較 (B)/(A) (％） 94.7 100.0

区    分
支給期別支給率 支給率計 職制上の段階、職務の級等

による加算措置１２月（月分） （月分）

本年度 2.250 ５～１５％

前年度 2.225 ５～１５％

4.50

4.45

国の制度 2.250 ５～２０％

区    分
２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度 その他の

4.50

退  職  時
（月分）　 （月分）　 （月分）　 加算措置等 特別昇給

支給率等
定年前早期退職特例措置

33.27075 47.709 47.709
（2～20％  加算）

国の制度
定年前早期退職特例措置

33.27075 47.709 47.709
（2～45％  加算）

0 0 0

支給対象地域 区               分 全職種
代表的な職種

技能労務職
福岡市 筑紫野市

支給対象職員数  （人）
支給対象職員の比率    （％）

0 0 0
（令和２年１月１日現在）

支   給   率    （％） 給料総額に対する比率  （％）

代表的な特殊勤務手当の名称
    （支給率）   （％）

区            分 国の制度との異同 差    異    の    内    容

  国   の   制   度

 交通機関等利用者以外は、通勤距離区分及び支給額が異なる

扶  養  手  当 同
住  居  手  当 同
通  勤  手  当 異

10 3

0 1

10 3
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【歳入】 地方消費税交付金（社会保障財源化分） 千円

【歳出】 社会保障施策に要する経費 千円

（単位：千円）

国県
支出金

地方債 その他

社会保障
財源化分の
地方消費税

交付金

その他

障がい者福祉事業 372,861 266,351 0 5,000 16,046 85,464

高 齢 者 福 祉 事 業 42,223 2,010 0 8,320 5,041 26,852

児 童 福 祉 事 業 1,029,740 698,031 0 28,335 47,956 255,418

母 子 福 祉 事 業 11,620 5,481 0 590 877 4,672

小　　計 1,456,444 971,873 0 42,245 69,920 372,406

国民健康保険事業 129,055 66,505 0 0 9,887 52,663

介 護 保 険 事 業 162,054 0 0 20,640 22,354 119,060

後期高齢者医療事業 213,068 35,251 0 0 28,108 149,709

国 民 年 金 事 業 108 37 0 0 11 60

小　　計 504,285 101,793 0 20,640 60,360 321,492

健康増進対策事業 115,722 478 44,900 2,747 10,685 56,912

疫病予防等対策事業 49,507 1,839 0 0 7,535 40,133

小　　計 165,229 2,317 44,900 2,747 18,220 97,045

2,125,958 1,075,983 44,900 65,632 148,500 790,943

※人件費については除外しています。
※社会保険については特別会計への繰出金、広域連合への負担金のうち、事務費相当分を除いた額を計上して
  います。
※端数処理の関係で表内の小計が合致しない場合があります。

社会
福祉

社会
保険

保健
衛生

合　　　計

引上げ分の地方消費税（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

148,500

2,125,958

事業名 予算額

財源内訳

特定財源 一般財源
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国庫支出金 地方債 その他

水資源開発公団筑後川下流事業負担金 82,533
平成11年度から
令和元年度まで 80,438

令和2年度から
令和4年度まで 2,095 0 0 0 2,095

平成１５年度に大莞土地改良区がＪＡ福岡
大城より農林漁業金融公庫耕地整備資金
借入金及び㈱福岡銀行繰上償還資金借
入金の繰上償還資金として借り入れる借
入金に係る元利償還金補助

205,485
平成15年度から
令和元年度まで 192,220 令和2年度分 13,265 0 0 0 13,265

平成１５年度に木佐木土地改良区がＪＡ福
岡大城より農林漁業金融公庫耕地整備資
金借入金及び㈱福岡銀行繰上償還資金
借入金の繰上償還資金として借り入れる
借入金に係る元利償還金補助

466,097
平成15年度から
令和元年度まで 436,009 令和2年度分 30,088 0 0 0 30,088

平成１５年度に大溝東部土地改良区がＪＡ
福岡大城より農林漁業金融公庫耕地整備
資金借入金及び㈱福岡銀行繰上償還資
金借入金の繰上償還資金として借り入れ
る借入金に係る元利償還金補助

110,192
平成15年度から
令和元年度まで 103,078 令和2年度分 7,114 0 0 0 7,114

平成１５年度に大溝西部土地改良区がＪＡ
福岡大城より農林漁業金融公庫耕地整備
資金借入金及び㈱福岡銀行繰上償還資
金借入金の繰上償還資金として借り入れ
る借入金に係る元利償還金補助

239,764
平成15年度から
令和元年度まで 224,286 令和2年度分 15,478 0 0 0 15,478

平成１５年度に大溝北部土地改良区がＪＡ
福岡大城より農林漁業金融公庫耕地整備
資金借入金及び㈱福岡銀行繰上償還資
金借入金の繰上償還資金として借り入れ
る借入金に係る元利償還金補助

115,251
平成15年度から
令和元年度まで 107,811 令和2年度分 7,440 0 0 0 7,440

総合行政システム及び機器リプレースリー
ス料

85,504
平成27年度から
令和元年度まで 85,504 0 0 0 0 0

図書館ｺﾝﾋﾟｭｰﾀﾘﾌﾟﾚｰｽﾘｰｽ料 16,019
平成27年度から
令和元年度まで 15,218 令和2年度分 801 0 0 0 801

大木町外国語指導助手派遣業務委託料 12,831
平成29年度から
令和元年度まで 12,831 0 0 0 0 0

大木町公共施設老朽度調査及び個別施
設計画策定業務

16,979
平成29年度から
令和元年度まで 16,979 0 0 0 0 0

電話交換機設備賃借料 806
平成30年度から
令和元年度まで 293

令和2年度から
令和5年度まで 513 0 0 0 513

地方公会計整備支援業務 8,079
平成30年度から
令和元年度まで 8,079 0 0 0 0 0

農業振興地域整備計画変更業務 7,594 令和元年度分 3,393 令和2年度分 4,201 0 0 0 4,201

国営総合農地防災事業筑後川下流左岸
地区市町村負担金

199,422 令和元年度分 391
令和2年度から
令和17年度まで 199,031 0 0 0 199,031

戸籍総合システムリース料 15,246
令和2年度から
令和6年度まで 15,246 0 0 0 15,246

ICT保育支援機器リース料 494
令和3年度から
令和7年度まで 494 0 0 0 494

小学校パソコン機器リース料 49,498
令和3年度から
令和7年度まで 49,498 0 0 0 49,498

当該年度以降の支出予定額 左　　の　　財　　源　　内　　訳

期　　　間 金　　　額 期　　　間 金　　　額
特　　　定　　　財　　　源

一般財源

　　　　　　　　　　　　　　債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
　　　　　　　　　　　　　　又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

（単位：千円）

事　　　　　　　　　　　項 限　度　額

前年度末までの支出（見込）額
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国庫支出金 地方債 その他

当該年度以降の支出予定額 左　　の　　財　　源　　内　　訳

期　　　間 金　　　額 期　　　間 金　　　額
特　　　定　　　財　　　源

一般財源
事　　　　　　　　　　　項 限　度　額

前年度末までの支出（見込）額

中学校パソコン機器リース料 19,416
令和3年度から
令和7年度まで

19,416 0 0 0 19,416

合　　　　　　　　　　計 1,651,210 1,286,528 364,682 0 0 0 364,682
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（単位：千円）

前々年度末 前年度末 当該年度末

現在高 現在高見込額 当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額 現在高見込額

  １．　普　　通　　債 2,297,038 2,229,229 524,300 229,992 2,523,537

　（１）総　　　　　務 252,978 236,314 0 16,789 219,525

　（２）民　　　　　生 0 0 0 0 0

　（３）衛　　　　　生 759,481 708,327 65,400 60,150 713,577

　（４）農　林　水　産 643,068 553,634 23,500 91,536 485,598

　（５）土　　　　　木 230,674 243,863 116,000 17,998 341,865

　（６）消　　　　　防 20,036 24,627 5,000 4,972 24,655

　（７）教　　　　　育 390,801 462,464 314,400 38,547 738,317

　２．　災 害 復 旧 債 0 0 13,000 0 13,000

　（１）衛　　　　　生 0 0 13,000 0 13,000

　（２）土　　　　　木 0 0 0 0 0

　（３）教　　　　　育 0 0 0 0 0

　３．　そ　　の　　他 2,748,241 2,691,807 155,000 223,625 2,623,182

　（１）減税補てん債 30,287 23,047 0 6,112 16,935

　（２）臨時税収補てん債 0 0 0 0 0

　（３）臨時財政対策債 2,717,954 2,668,760 155,000 217,513 2,606,247

　（４）災害援護貸付金 0 0 0 0 0

　（５）特定資金公共投資事業債 0 0 0 0 0

合　　　　　　　　　　計 5,045,279 4,921,036 692,300 453,617 5,159,719

            地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び

　　　　　  当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区                  分
当 該 年 度 中 増 減 見 込
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　（参考）　その他の報酬に関する委員等

委　　員　　等　　名 人　　員

特別職報酬等審議会委員 10 30 千円

固定資産評価審査委員会委員 3 18 千円

情報公開審査会委員 5 46 千円

個人情報保護審査会委員 5 92 千円

政治倫理審査会委員 5 81 千円

公務災害認定委員会委員 1 6 千円

行政不服審査会委員 5 92 千円

大木町表彰委員会委員 3 9 千円

男女共同参画審議会委員 10 68 千円

公平委員会委員 3 18 千円

大木町景観・土地利用審議会委員 9 36 千円

防災会議委員 15 90 千円

選挙管理委員 4 376 千円

統計調査員 61 3,700 千円

監査委員 2 556 千円

障害支援区分認定審査会委員 4 272 千円

成年後見人（障害福祉） 1 336 千円

成年後見人（介護保険） 1 336 千円

こども未来会議委員 11 74 千円

健康被害調査委員会委員 5 35 千円

農業委員会委員 18 4,444 千円

空家等対策協議会委員 12 106 千円

消防委員会委員 11 138 千円

消防団員 168 8,620 千円

教育委員会委員 4 1,224 千円

社会教育委員 9 48 千円

スポーツ推進委員 20 640 千円

文化財専門委員会委員 6 90 千円

合　　　　　　計 411 21,581 千円

予　算　額
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